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アメリカ合衆国の地下水法

金沢良雄

IまLがき

わが国では，近頃，地下水の利用が増加してきたので， これをめぐってい

ろいろの問題が生じている。しかし，地下水の規制については，いまだ十分

な対策がとられていない。最も大きな問題は，地下水の多量の汲み上げのた

めに地盤沈下を生じていることであるが， これに対しては，工業用水法（昭

和31年〕 が定められている程度にすぎなL、。また，特殊なものとして，戦後

温泉法（昭和23年〉が定められているほか，地下水の利用については，一般

的には，民法（207条〉により，土地所有権に付随して考えられている程度で

ある。

しかし地下水の利用が次第に増加してくるにしたがって，地表水と同様，

地下水に対する規制の必要性が痛感されてくる。今日，水の高度利用の進展

にともなって，地下水もまた，重要な水資源の一環にほかならないからであ

る。諸外国でも，すでに，地下水に対する法律的規制を加えている例が少な

くないが（注l），本稿では，アメ リカ合衆国における地下水に関する法的制度

について述べることとする（注2〕。

アメリカ合衆国ではこれに関する法律制度は，原則としては，各州にまか

されている。したがって，地下水に関する法律制度も，各州にまかされてい

る。したがって，地下水の規制も，州によって異なる。また，地下水の法律

制度は，主と して水利権に関し，判例法上に発展したものと，制定法上発展

したものとが併存している。ただ，近時では， 次第に制定法主義への傾向が

みられる。また，地下水に関する従来の法律制度は，主として水利権に関す

るものであった。しかし，最近では，制定法上地下水の使用に関して一定の

規制が加えられる傾向が強くなってきた。

つぎには， 1.地下水の水利権制度， 2.地下水に関する制定法の発展，3.地
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下水の使用に関する規制，について述べよう。

〔注 1) イギりスでは， 1945年の WaterAct，西ドイツでは，1957年の Wasseド

haush。Jtsgesetzは，一般的な水法であるが，そこには，地下水に関する規制が同時
にふくまれている。

（注 2) アメリカ合衆国の地下水法制lについての最近の文献をあげておこう（こ

れらには，水法一般のもので地下水法をも取り扱っているものもある〉。

W. H. Hutchins, Ground Water Legislation, Rocky Mountain Low Review, Vol. 3, 

No. 4, June 1958. 

W. H. Hutchins, Selected Problems in the Law of Water Rights in West, 1942 

W. H. Hutchins, The California Low of Water Rights, 1956. 

University of Michigan Low School, Waler Resources and Low, 1957. 

The Report of the Presiden↑’s Water Resources Policy Comission, Water Resource; 

Law, 1950. 

Division of Water Resources of State of Color。do,Ground Waler Law, 1957. 
Underground Water Cammission of State of Arizona, The Underground Water 

Resources of Arizona, 1953. 

State Land Deportment of State Arizona, A Summery af Groundwater Law of 

Arizona and the Rules and Regulation of the State Land Department concerning 

Groundwater, 19 57. 

Department of Water Resources of State of California, WゲerFa:'s f:;r Cコト

f。rnia.

1. 地下水の水利権制度

ひとし〈， 「地下水ー！といっても，いろいろの形態のものがあるコそこで

一般的に，法律的規制の対象として「地下水」を考える場合に，その形態の

如何によ って取り扱いを異にすべきかどうかが問題となる。例えば，伏流水

は地表流水（河JII) と一体として考えるべきであるとか，地下流水は，地表

流水と同様の規制をすべきであるとか，あるいは，単なる地下惨透水は，土

地所有権の支配に服させるべきであるとか，いうことである。アメリカでも

地下水の法制上，こうした地下水の形態が，従来，やはり問題となってき

Tこっ

アメリカでは，地下水に関する法律の歴史を通じて，二つの地下水の形態



金沢 アメリカ合衆向の地下水法 17 

が，制定法や判例を通じて区別されてきている。「確定的な地下水流」（definite

underground s↑reams）と 「診透水J(percolating waters〕とである。前者は，地

中の床と堤とをもった確定的な水路水流その他の水資源であり，後者は，こ

うした確定的な地下水流を形成しない単なる渉透水であるc この二つの形態

の区別は，主として水利権の原則に関連してなされる。それは，つぎの通り

であるO

( 1 ) 確定的な地下水流に関する原則

確定的な地下水流については，地表水流と同じ法律上の原則が適用される

例が多L、。例えば，地表水流について沿岸権主義 （ripari口ndoc↑rine of吋hts)

を認めている州では，確定的な地下水流の上にある土地またはそれに接して

いる土地については，沿岸権（沿岸の土地所有者が水平ljj餐を有する〕が認められ

る。また，専用主義 （appropriationdoc↑rine）が認められている州では， 地下

水流についても専用権 （ロppropri口tiverights）〔治岸地であると否とを問わず先に

水を使用した者に優先的使用権が与えられる〉が認められるのである。 また， こ

れらの二つの主義を併用している州では，地下流水についても，沿岸権と専

用権とが併用される。

この場合，問題となるのは，ある地下水が 「確定的な」地下流水であるか

どうかの判定が困難な場合があるとい号ことでゐる。そこで，一般的には，

地下水は一応，渉透水であると確定され，「確定的な」地下流水であること

を主張する者が，その証拠責住を負わされることとなっている。

なお，伏流7)¥. (underflow of su巾 cestreams）は，地表水流と一体をなす

ものと考えられており，一部は地表に一部は地下にある一つの共通の水流

(common watercourse）の一面にすぎないとされており，したがって，水利権

については，伏流水は，地表水流と全く同じ法律上の取り扱いを受けるので

ある。

〔2) 渉透水に関する原則

渉透水は，若干の州では，その上にある土地の所有者に帰属するものとさ

れているが，他の若干の州では，専用主義が適用されている。

地下水に対する権利が土地所有者に閏有のものであるとする考え方は，イ

ギリスのコモン・ローにみられる絶対的所有権の思想に根拠をもっており，

この考え方が，アメリカにおいても支配したのである。しかし，アメリカの
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若干の裁判所は，このような絶対的所有権の行使に対して制限を加えること

としてきた。それは，「水は浪費されてはならなL、」ということにもとづく

ものであり，これが，アメリカ的原則jを生み出した。すなわち，たとえ土地

所有者であっても，その地下水の使用は，「合理的使用」（reasonableuse〕で

なければならないとされるのであるO その志一l床は，「土地所有者が，その土

地に存する水を採取し使用する権利を認めるが，それは，その水を抽出した

土地に関して何らかの有益な目的に必要で、ある水量iこ制限される」というこ

とである。たとえば，水の浪費，あるいは，遠距離での使用のための水の移

送が，他の土地所有者ーから共通の給源の合理的な使用の機会をう：まうような

結果を生ずる場合には，合理的ではないとされる。また，カリフォルニア州、｜

では，「相関権」（correlativerights）の原則が発生し，発展したコこれは，すで

に50年以上にわたって裁判所の判決におし、て発展したものであるコこの原則

はつぎの通りである。（1）渉透水による共通の給源の上にあるすべての土地

の所有者は，その土地の上及びその土地に関連して，合理的利用の共同にし

て平等の権利（coequalrigh↑s〕を有する。（2〕土地所有者の合理的要求を趨

えてなお過剰ぷがあるときは，それは，他の土地（その給源の上Iこない土地〉に

ついての使用のために， 呼用する ことができる Cw用権が与えられる）。 (3) 
水不足の事態が生じた場合には，裁判所の命令によって，それぞれ合理的な

需要に配分するために，土地所有者間で専用することができるつ

以上のように，アメリカでは二つの異なる地下水の形態 確定的な地下

水流と渉透水 について法律上の取り扱いを異にしてきたつしかし，絶対

的土地所有権に対する修正が考えられる以上，この二つの区別l土木質的なも

のではなくなる。ことに，水不足の地方に充展した専用主義が採用される場

合には，そうであるつ 7J＜.；土，地表水と地下水，また， 地下水のなかで地下流

水と診透ノ'l＜. の区別を問わず，その；］＜.の存する土地との関係を切 •） 離して，合

理的有益的に使用されることが，水資源の利用上必要なこととなるからであ

る。初期の地下水法では，専用主義の対象とされる地下水f確定的な地下流水）

を区別することに苦心したのであるが，今日の傾向では，このような苦心は

あまり志味がなくなり，現実に人間の利用の対象となりうるすべての地下水

を包括して専用主義の対象とする方向にむかっているったとえば，ワシント

ン州の法律では，地下水について，その存在および境界を適当に形成するこ
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とができるか，あるいは，確かめることができるすべての地下水をひとしく

その対象としている。また， 1955年のオレゴン州の法律は，毛細管湿気を除

いて，地中にあるすべての水に適用される。 1957年のコロラド州およびワイ

オミング川の法律も，すべての地下水を包含している。コロラドナト｜の法律で

は，”undergroundwater＇’という 1日話と， ”ground water”としづ用語を相互に

代替しうるように用いているが，これらの用語は，自然の状態では地表にお

いて見ることができなし、し、かなる水にも適用されるのである。ワイオミング

州の法律は＂ undergroundwater＂に適用されるのであるが，これは，地表の下

にあるすべての水，あるいは，地表水体（bodyof su巾 cew口ter）の水床の下

にあるすべての水をふくんでいる。また，ユタ州では，その州の地下水法

は，地表下の浅い水のわずかな発生であって植物の生命を養うものであって

その土地以外に移動することができないものを除いてすべての地下水に適用

されると解せられている。

このようにして，地下水の法制は，近頃では，地下水の形態の区別に応じ

て法律上取り扱いを異にする立場を棄て，すべての地下水について同様の取

り扱いをする方向が進められている。地下；］＇（の形態的区別に応じて法律上の

取り扱いを異にすることに対しては，＊文学者の間からも批判が加えられして

いるようである。地下水を水資源の一環として考える場合には，それは，水

丈的循環（hydrologiccycle）の過程にあるものであり，地下水の形態の如何

によって，この循環の外に出るわけではない。水文的循環の中における水資

源の合理的有益的利用をはかるとしづ点では，地下水の形態的区別はあまり

意味のないこととなる。このことは，さらに，地表水と地下水との区別につ

いてもいえることである。

2. 地下水に関する制定？去の発展

アメリカでは，一般的に水についての水利法制は，半lj例を通じて発展した

もの（主として沿岸権主義および若干の初期の専用主義〉と，制定法によるもの

（主として専用主義〉とがみられる。地下水についてもまた，判例によるもの

と制定法によるものとがある。ところで，古くは，判例による発展が主であ

ったといえるが，近頃は，地下水に関する制定法が定められる傾向が強い。

ただ制定法も古くから若干みられた。たとえば，すでに植民地時代に， 1866
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年にはダコタ植民地に地下水に関する法律が定められた。これは，西部での

最古の地下水に関する立法であるといわれているが，その内容は，むしろ，

ゴ毛ン・ローの原則に立っているものであり，土地所有者は，その土地の上

下にあるを問わず，確定的な水流を形成しない停水または流水を所有するこ

と，および，確定的な自然の地表および地下の水流がその土地にある間，そ

の水を使用することを認めるが，その自然の流わしを妨げてはならないとする

ものであった。その後，ノース・夕、コタ州，サウス・タコタチI・！，オクラホマ

州の立法もこれと同様のものであったc ところで，一方， 1889年から1919年

にかけて，地下水についての専用主義を採用する立法が，アイダオ州，ユタ

州，ネパタ州，カリフォルニア州，アリゾナ州、iで成立した士さらに，その後，

包括的な地下水法の制定が各州で捉進されるに至り， 1ヲ27年：こは，ニュー・

メキシコ州，オレゴン汁｜で， 1930年には，ユタリ十l，ネノミタリ十｜であらたな地下

水法が定められた。ことに第2次大戦後は，とくに西部で続々として包括的

な地下水法が制定されていることは，地下水資源の重要性を如実に物語って

いる。たとえば， 1945年にはカンサス， ワシントン， 1947年にはけイオミ

ンク・. 1948年にはアリゾナ， 1949年にはオグラホマ，テキサス， 1951年には

アイダオ， 1953年にはコロラド，アイダオ， 1955年にはノース ・ダコタ，サ

ウス ・ダコタ，オレゴン， 1957年にはコロラド，カ ンサス，ワイオミングの

各州で，それぞれ，地下水法が成立し，あるいは改善されているのであるご

これらは，いずれも，地下水にっさ専用主義を採用しているものである

が，西部 17州のうち 12州の制定法は， i参透水についても，専用主義を採用

することとしているのが注目される。それは，コロラド，アイタオ，カンサ

ス，ネノミタ，ニュー・メキシコ，ノース・夕、コタ，サウス・ ダコタ，オクラ

ホマ，オレゴン，ユタ，ワシントンおよびワイオミング、の詰川であるう

これらの制定法によれば地下水の水利権については，専用権を認めるとい

う立場がとられている。専用権というのは，一定の手続 （行政庁の許可，裁判

所の決定等〕よって取得され決定されるのであるが，その原貝｜！は，一般的；こ，

同ーの給源につき，時間前に先に使用した者が後から使用した者に対して優

先権を認めるということ，その使用は，合理的有益的でなければならないこ

とにおかれている。しかし，この優先権については，一定の例外が認められ

るのが通例であ り，その例外には，少量の家庭用，家資給水などがあげられ
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る。人聞の生活上のもの，家畜の生活上のものを重要視していることは，い

かにもアメリカらしいところである。

3. 地下水使用に関する規制

アメリカ合衆国の諸州では，制定法によって，地下水に関する水利権につ

いて定めているほか，地下水使用に関して一定の規制を加えている例がみら

れる。それには，一般的に，井戸の掘さくについての一定の規制，特定の水

不足の地域についての一定の規制が主なものである。 とくに，後者は，7）＜.の

需要が激増してきた最近の事情に応じて，緊急状態にある地下水資源の保護

をはかるために，若干の州によってとられはじめたものと して注目されるの

である。このやり方は，わが国の工業j日；j(.法が特定の地域につき適用される

のと似ている。しかし，わが国の場合は，どちらかといえば，特定の地域の

地盤沈下対策として地下水の取水を制限するのであり，また，現在では，対

象となるのは，工業用水にかぎられているが，アメリカの場合は，むしろ，

不足状態となっている地下水資源の保護を目的とするものであり，また，対

象は州、｜によって異なり，工業用水にかぎられるのではなく ，この点でも両者

の聞に相違がある。

このような地下水の使用に関する若干の規制を定める制定法をもっている

州には，カリ フォルニア，アリ ゾナ，コロラ ド，テキサス，モンタナ，ネプ

ラスカなどの諸州があるが，つぎには，そのうち，カリフォルニア，アリゾ

ナ，コ ロラドの 3什！の立法について述べよう。

【カリフォルニア川の地下水使用に関する規制】

カリフォルニア汁｜の地下水使用に関する規制は，井戸についての規制と，

特定地域についての規制とがある。これらの規定は，カリ フォルニア州水法

典 （WaterCode）におさめられている。

(1) 井戸の規制

井戸の規制は，掘抜き井戸とその他の一般的井戸とについて行われる。

（ロ〉 掘抜き井戸

掘抜き井戸の規制は，＊の浪費を防ぎ，公共の利益を保護するために行わ

れる。カリフォルニアでは， 古くから，掘抜き井戸に対する規制が州の一部

について行われていたが，今日では， j十｜の全体に適用されるようになり，現
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在では，カリフォルニア州水法典（WaterCode）によって規定されている。

それは，つぎの通りである。

掘抜き井戸の規制の対象となる掘抜き井戸というのは 7すべての人工的な

穴であって，そこを通じて水がある時間中地下の水源から地表に自然に流れ

出るもの」である。そして，掘抜き井戸による水の使用は，浪費されてはな

らないのであって，浪費というのは，その井戸から流れ出る水が，つぎのも

のへと流れ去る場合をしづ。（ i）すべての自然の水流，水路，海または池へ

流れ去ること L但し，その水が，その後，潅i既または家庭用に使用されるときは浪

費とはみられない〉。（ii）すべての街路，道路または公道に流れ去ること，

(iii）すべての人の土地，公有地の上に流れ去ること〔但し，その土地でi在比

家庭用または養魚、に使用されるときは浪費とはみられない〉。また，有益的使用は，

継続的流水につき 1エーカー当り 1/1Oマイナー・インチ（mi問 r'sinch）を超

えることはできない（但し水の使用者は，毎年の期間内でこの水量を累夜するこ

とができる〉。

(b〕 一般の井戸の規制

一般の井戸については，井戸の掘さく等について申告制がとられている。

これは， 1949年法により，水法典に追加されたものである。その内容は，つ

ぎの通りである。

1949年法の施行以後，井戸を掘さくする者，それを深める者，または再掘

さくする者は，井戸の工事または修繕が完成した後（30日以内iこ〉，井戸の完

成に関する報告を地方水質汚潤統制委員会（RegionalWa↑er Pollution Control 

Board〕 に中告しなければならなし、。この報告には， 井戸の正確な位置，井

戸の詳細な成績表，構造などがふくまれる。この申告制度は，それ自体あら

たな井戸の掘さくを許可制にしたものではなく，ナト！の政府機関の研究の資料

とされるものである。

(2) 特定の地域における地下水汲み上げの規制

カリフォルニア州の南部の乾燥地帯では，水需要の激増にともなって，近

時地下水の利用が盛んになり，そのため，重要な地下水供給源が緊急状態に

なった。このことを認めた州立法府は， 1951年にその対策のための法律を定

めた。この法律は， 南部の 8郡（SantaBarbα叫 Ventura,Los Angeles, Orange, 

Sαn Diego, Imperial, River Side, San Berna凶 o）に適用されるのであり，その方
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法は，これらの地域で緊急状態におちいっている地下水資源を保護す るた

め，これらの地域の地下水を汲み取ることをやめ，その代替的供給を他の供

給源、（非従属源一－non↑ributarysource）から得ることを奨励することを意図

したもので，このような代替的供給を得る ことによ り，従来の地下水汲み上

げを廃止または縮小した場合は，その代替的供給についての水の使用を合理

的有益的使用として水利権上の保護を与えようとするものである。 この場合

地下水というのは，その地表下の水を意味し， 特定の水路を流れていると否

とを問わなし、。また，非従属源というのは，他の流域から移入された水，ま

たは操業者によってその流域内で保全され貯溜された水て、あって，それなく

しては地下水使用者に利用されなかっただろうものを含むのである。このよ

うなやり方は，水利権をできるだけ保護しようとする個人の利益の擁護の立

場と，公共の利益のために重大緊急な地下水不足状態を緩和し地下水資源の

保護をはかろ うとL、う立場との妥協を求めるやり方と して考えられたもので

あるC また，アメリカ，とくに西部では，地下水の保全ということが重要視

されているのであるが，それは一定の地下水資源についてその地下水の自然

的生成量よりも取水量が多く なることが危険視され，このような場合には，

地下水の人工的な補給（recha叩ng）が必要であると考えられている。が，カ

リフォルニアのこの立法の場合は，地下水そのものの人工的補給というより

は，もっと広い意味での補給を奨励するという ことにほかならなL、。

ついで，1955年にも，立法府は，RiverSide, San Bernardio, Los Angeles, Ventura 

および SantaBarbaraの5郡では， 雨量が少ないこと，人口が集密化してい

ること， 農地が市街地化すること，その他のために，地下水に依存する度合

がきわめて大きくなっており，しかも，地下水供給が過剰となっている事態

を認め，これらの地方に適用される特別の立法を制定することとした。その

大要は，つぎの通りである。

1955年以降，年間25エーカー・フィートを超えて地下水を汲み上げる者

は，つぎの年の 3月 1日までに「引水およひ・分水の報告」を州水利権委員会

(Sta↑e W口terRゆtsBoロrd）に申告しなければならなL、。ただし，（ロ〉年聞を

通じて10エーカー・フィートを超えない一つの水源からの引水または分水に

関する情報，（b）発電およびその他非消費的使用のためおよびこれらに関連

する臨時の使用のために地表水を引水または分水することに関する情報は申
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告しなくてもよL、。

【ア リゾナ州の地下水使用に関する規制】

アメリカでは，とくに西部では，一般的に，地表水の不足のために， 握i既

用水に地下水を用いる例が多いのであるが，ア リゾナ州もその顕著な例であ

る。アリヅナ州の立法府は，そのような事情のために， 農地の大部分におい

ては，地下水の引水は，その土地の地下水域の年聞の地下水生成量をはるか

に超過していることを認めて， 1945年に地下水の規制；こ関する法律を定め

た。この法律の；童図は，井戸；こ関する資料およびアリゾナ州における地下水

の分布に関する資料を得るためのものであり，そのために， 井戸 （既存・新

設の両方） iこ関する報告 （No↑ices of Intention↑O Drill W ells）を巾告 （登録〕 さ

せることとした。

ついで，1948年には，地下水がとくに不足し危険状態；こある特定の地域に

ついて，地下；Jcによるあらたな土地開発を原則として禁止するための法律が

定められたコその大要は，っき、の通りである。

一定の地域が， 「地下水臨界地域」（criticalground waterロreas）として指定

される。この臨界地域とい うのは，「現在の引水割合においてその地域の耕

作地の潅況のために合理的に安全な供給を用意するに十分な地下水が存在し

ない地下水域 またはその一部であり，この地域の設定は，その地域の水の

使用者が，州土地高等弁務官 （Sta↑eland Commissioner) iこ対して申請するこ

とによ り，あるいは，州土地高等弁務官の職権によ って行われるつまた，設

定に当って；工個々の場合について，聴問手続がとられることとなっているつ

地下水臨界地域が設定された後は，あらたな土地開発（主すで‘に井戸が建設さ

れているか，あるいは，その工事；こ着手している場合を除いて，原則として

禁止される。この法律が対象としているものは，ア リゾナ什｜においてとくに

問題となっている潅現用水についてだけであり，家庭用， 家主告用，上水道

用，工業用，交通機関Jtlの地下水の引用のための井戸その他の工作物iこは，

臨界地域内のものでも，この法律の適用を除外される こととなっている。そ

して，潅現用のための井戸の掘さくについては，許可制がとられるのである

が，この許可を受ける資格を有するものは制限されて い る。その農地が，

1948年 6月23日以前の 5年間；こ潅減〔水源の如何を問わない〉の実績をもって

いる土地の場合iこは，潅玩用の井戸を建設する許可を受：ナる資格を有し，ま
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たは，1948年の実績はもっていない土地であるが，その地域が臨界地域に指

定された日 （または，もし井戸の工事がその日に実質的に着手されているときは，

1948年6月23日以後 1年内に〉に地下水によって潅概されている土地につい

ては，井戸を深くし， または，その位置を変更する許可を受ける資格を有す

るものとされる。これは，この法律が，臨界地域における操業開発を，この

法律の施行日以前5年以内に潅i既されたことのある土地〈アメリカでは，輪作

により，ある年は休耕地となる例も多いj，臨界地域 となった日に地下水によっ

て潅視されていた土地，または，特定の場合には臨界地域の設定以後 1年以

内｛こ地下水によって潅視された土地に制限することを意図しているためにほ

かならない2

【コロラ ド州の地下水使用に関する規制】

コロラド州て、は，1957年の地下水法で，地下水の使用に関する規制が行わ

れている。 その主な方法は，既存の地下水使用に関する申告制，地下水臨界

地域の設定とその土地内での規制，あらたな地下水使用に関する許可制であ

る。

(1) 地下水使用に関する申告

1957年の法律の施行の際に現に存する地下水の使用は，そのまま認められ

るのであるが，これについては，地下水使用者は，使用に関する一定の事項

を，ナト｜技監（StateEngineer）に申告しなければならなL、。 それには，使用の

ための施設，使用の性質範囲，使用地下水量〔およひ’貯計百の場合の水量；〉 など

がふくまれている。これも，州政府の研究調査の資料となる ことが目的であ

る。

(2) 地下水臨界地域

地下水量が危険状態になっている特定の地域は，「地下水臨界地域」に指

定され，一定の規制が加えられる。この様本的な考え方は，アリゾナ汁｜の場

合とほぼ同様であるといえよう。しかし，コロラ ドナト｜の場合は，その設定や

規制の仕方は，やや異なる。

臨界地域は，地下水委員会 （GroundWater Commission）によって指定され

る。この委員会は， 州の各潅i既区（IrrigationDivisions, 州全体を潅i既系統によっ

て区分したー箆の行政区域〉から州知事により任命され， 上院によって確認され

た8人の委員で構成されるのであるが，この委員は，その地域の土地所有者
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であり，かつ，その潅i既区の地下水潅慨をふくむ水の利用にあかるい者でな

ければならず，そのうち少なくとも 4人は農業者でなければならなL、。この

ほか，州技監および州水保全局局長（Direc↑O「of↑he S↑ate Wa↑e「Conservation

Bo口rd）は職務上当然に委員となるが，議決権をもたなL、。このような構成の

委員会によって臨界地域が設定されることは，アリヅナ州の場合に対して特

色を示している。臨界地域は，委員会の会談，諮問その他の方法により予備

調査，資料収集の結果，「地下水の取水が，年間の通常の復元 （replenishment)

の割合に近づき，到達し，または，これを超えていると思われる地域」につ

いて指定される。そして，委員会は，臨界地域においては，あらたな地下水

資源の開発を停止しなければならなL、。その措置は一般新聞紙によってなさ

れるc また，州技監は，この地域内でのあらたな井戸に対しては，原則とし

て許可を与えてはならないとされている。この制限の適用を除外されるもの

は，（ロ〉家畜給水のみを目的とする井戸，（b）直径2インチ以下のパイプに

よる家事目的の井戸， （c）直径3インチを超えないパイプによる掘抜き井戸

だけである。この点もまた，アリゾナ州では，潅波用地下水だけが臨界地域

での規制の対象となるのと異なる。

(3) 地下水使用の許可

この法律施行後，地下水使用者は，州技監の許可 （permめを受けなけれ

ば，あらたな井戸を掘さくし，または既存の井戸からの給水を増加し拡大す

ることはできないとされている。この許可制は州の全部に適用されるのであ

るが， 臨界地域内では，許可は与えられないこと前述の通りである。また，

この許可についても，臨界地域の規制について述べたと同じ適用除外が認め

られている。

むすび

最後に，アメリカの地下水法制度と日本の現状とを対比してむすびとした

L、。

アメリカと日本の場合では，地下水法制の前提条件となる事情が，かなら

ずしも同一でない。したがって，両者を比べて，いずれが優れているとか，

または，おくれているとかということは， 一概にはいえない。たとえば．自

然的事情についても，アメリカ西部の乾燥地帯での地下水の重要性は，わが
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闘の地下水と比べものにならないくらい大きいといえよう。また，法律制度

的にみても，アメリカの水利権の発生は，治岸権にせよ，専用権にせよ，そ

れぞれ，この国の事情に応じて発生し発展してきたものであり，それを直ち

に， わが国の場合にあてはめることはできないで、あろう。

しかし，それにもかかわらず， 「はしがき」にもふれたよう Iこ， わが国の

地下水法制は，地下水利用が高度化されてきた今日，表面的には，あまりに

ものんきであり，内在的には，ゐまりにも多くの不明確未解決の問題を残し

ているのではなかろうか。

第 1に，地下水に関する水利権なるものが，きわめて，あいまい不合理で

ある。ただ，あきらかなことは，土地所有権に付随しているということだけ

である。アメリカの諸外｜では，すでに述べたように，このような考え方は，

もはや古ひ

房用＊・，さらに畑地潅i既などのために多量の地下水が使われだし， 都rllとい

わず農村といわず，地下水の争奪戦が活発化しつつある。 このよ うな事情の

もとにおいても，土地所有権主義だけでよいものかどうかは，大いに反省さ

れなければならない。

第2に，地下水使用に関する規制では，わずかに，工業用水法があるだけ

である。しかし，今日，問題は工業用水だけにとどまらない。たとえ，地下

水規制の目的が，地盤沈下にあるとしても，都会では，ピルの冷房用本等の

多量使用が地盤沈下をおこしている。新潟では，天然、ガス採取のための地下

水汲み上げがその原因と考えられているようである。さらに，今後は，単に

地盤沈下だけでなく，地下水資源の合理的使用によるその保全がはかられね

ばならなし、。このように考えると，アメリカの諸州、｜の地下水使用規制のやり

方は，わが国においても，大いに参考ーになるであろう。その実現が，単なる

官庁相互間のセクシ ョナリズムによって，はばまれるようなことでは，全く

お話にならない。 （北海道大学教授〕
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